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1. 自動運転
1 ─ 1. 自動運転の定義
人がハンドルを握って操縦せずに自動で運転する車のことを「Autonomous car」、また
の名を自動運転という。その他に「UGV」「ドライバーレスカー」ともよばれる。この自
動運転技術の概念の誕生は、1939 年から 1940 年にかけて開催されたニューヨーク万国博
覧会にまでさかのぼる。ノーマン・ベル・ゲディーズのデザインで、ゼネラル・モーター
ズ（GM）社が出展したジオラマ展示・ライド型アトラクションである「フューチュラ














その後自動運転は、1950 年から 21 世紀現在にかけて、技術と時代背景から大きく 4 期
に分けることができる（津川 2013）。



















図 1 ─ 2 のレベルは、日本政府および米国運輸省道路交通安全局（NHTSA）が定義した
ものである。いずれのレベルにおいても、人が制御システムに介入することが可能であ
る。現状、レベル 3 に該当する自動車は市販されていない。日本政府は 2020 年までにレ
ベル 3 の自動運転システムの実用化を目指し、多くのメーカーがこのレベルをクリアする
ために研究を行っている。





















ホンダは 2014 年に「Honda SENSING/AcuraWatch」と銘打ち、2020 年までの安全ロ
ードマップを示した（図 1 ─ 4）。

































ラを装着した Google Chauffeur と呼ばれる自動運転システムを搭載して実験を重ねてい





































高速道路における渋滞とは、NEXCO 西日本によると、「時速 40km 以下で低速走行、















































2 ─ 3. 事故渋滞の原因
次に事故渋滞の状況と原因を示す。
表 2 ─ 1 に示されているように、平成 25 年の交通事故発生件数は 629,021 件だった。表





表 2─1　平成 25 年中の交通事故の発生状況
出典：交通事故発生状況（警視庁）
構成比
発生件数（件） 62 万 9,021 100.0％
死亡事故 4,278 0.70％
重傷事故 4 万 2,361 6.7％
軽傷事故 58 万 2,382 92.6％
構成比
死傷者数（人） 78 万 5,867 100.0％
死者数 4,373 0.6％
負傷者数 78 万 1,494 99.4％















3 ─ 1. 環境面



















1 点目に関して、第 2 節でも述べたように渋滞による経済損失額は約 12 兆円にのぼる。
また自動車事故による損失は、内閣府の「平成 23 年度交通事故の被害・損失の経済的分




表 3─1　平成 23 年度の事故損失額
出典：平成 23 年度交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査報告書
表 3─2　自動運転車の普及によって減少する事故数と経済効果
出典：Preparing a Nation for Autonomous Vehicles.
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次の表 3 ─ 2 は、自動運転車の普及による事故件数と死亡者数の減少を予想したもので
ある（Eco Center for Transportation 2013）。内閣府のデータによると 2012 年度のアメリ
カ合衆国での死亡者数は 3 億 3561 人であり 70％自動運転車が普及すると自動車事故が
422 億件減少、2 億 1700 人の命が救われると記載されており、70％以上の人命が救われる
試算となる。
さらに市場面では、自動運転技術の革新によって新たな市場が生まれるのではないかと



















s t ：非自動運転車のシェア。ただし s0＝1 とする。
j：クルマのタイプ。ただし自動運転車 j＝A、非自動運転車 j＝N とする。
i：事故の種類。以下の 3 パターンに分類する。クルマ対クルマ i＝1、クルマ対人 i＝
2、クルマ対クルマ以外のもの i＝3
pi（st, j）：事故を起こす／事故にあう確率












Dd , Ds , Dm ：死亡事故、重傷事故、軽傷事故による社会的損害額













ここで u はクルマの（維持費用等を差し引いた）純便益、IN は非自動運転車の保険料金、
εN は確率項で期待値はゼロ（E［ε  N］＝0）。
⃝自動運転車から得られる効用（ j＝A）
ここで c は一年あたりの自動運転車の（購入費が割高なことによる）追加的なコスト、IA
は自動運転車の保険料金、ε A は確率項で期待値はゼロ（E［ε A］＝0）。 
⃝ある個人が t 時点で自動運転車に切り替える確率 pr（・）
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と表し、ε が第 1 種極値分布にしたがうと仮定すると、自動運転車に切り替える確率は次
で与えられる。
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 Σk=d, s, m D kpi  ik
 p i（s t, N）－Σl=h, aD lq l（ns t）＋ε  N
（9）VA *（s t）＝u－c－ Σ
i=1, 2, 3
r
 Σk=d, s, m D kpi  ik
 p i（s t, A）－Σl=h, a（D lq l（ns t）－nD lq'l（ns t））＋ε A
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ただし











表 4 ─ 1、図 4 ─ 1 から、死亡、重症、軽傷の事故が発生した時、一回あたりいくらの社会
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s *t
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表 4─1　平成 24 年の交通事故被害者数
出典：交通事故発生状況（警視庁）
死傷者数（人） 82 万 9,807
死亡者 4,401
重傷者 4 万 6,665











②　π i,d , π i,s , π i,mについて
それぞれの事故の種類 i における事故が起こった時のその事故の深刻さに関する条件付
確率 π d , π s , π mを、警視庁交通局による「平成 25 年中の交通事故の発生状況」から求め
る。方法として、平成 25 年度に発生した交通事故のうち、まず i＝1, 2, 3 がそれぞれ発生
する確率を求めた。さらにその事故が発生した時に死亡事故（d）、重傷事故（s）、軽傷事
故（m）のどの規模の事故になるのかという確率を求めた。これら二つの確率を乗じるこ
とで、π i,d , π i,s , π i,m が表 4 ─ 2 のように算出される。
③　 について
まず非自動運転車 1 台が生み出す限界時間損失額 nDhq'h（nst）だが、次のように推計し
た。国土交通省の「効果的な渋滞対策の推進」によると全国で年間に発生する渋滞損失は
約 38.1 億人時間、貨幣価値換算すると約 12 兆円にも上ると言われている。また日本の総


























π  1（車対車） π  2（車対人） π  3（車単独）
d（死亡事故） 0.002601 0.0023712 0.001584
s（重傷事故） 0.0048 0.0150624 0.00864
m（軽傷事故） 0.821916 0.0785856 0.025416
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次に nDa q'a（nst）だが、2014 年の家計部門の自動車台数が 70,739,930 台、2014 年にお
ける家計部門の自動車からの CO2 排出量が 65,550,000 トンであることから、家計部門の
自動車から年間で 0.926633657 トン / 台の CO2 が排出されているとわかる。これに経済
産業省が炭素 1t 当たりの回収コストとして定義している 1 万 600 円6）を乗じる。ただし、
この金額は炭素 1t 当たりの金額なので、これに 12/44 を乗じたものが CO2 の価値とな
る。つまり CO2 の価値である 2890 円に、家計部門の自動車からの年間 CO2 排出量であ
る 0.926633657 トン / 台を乗じる。よって、
とする。
④　pi（st , j）, j＝N, A について




2p1（st , A）＝p1（st , N）＝st p1
p2（st , A）＝0, p2（st , N）＝p2
p3（st , A）＝0, p3（st , N）＝p3
ここで p1, p2, p3 は定数である。








4 ─ 2. シミュレーション結果
まず日本の新車買い替えが平均して 7 年から 8 年のスパンで行われているということを
考慮し、社会最適経路において 10 年間で自動運転車を完全普及させる（s  *10＝0）ための c
を求めたのが図 4 ─ 2 である。






図 4─2　社会最適経路での c＝383,000 における非自動運転車の普及推移
注：（s）は社会的最適経路を示す。以下同じ。
図 4─3　自由放任経路での c＝383,000 における非自動運転車の普及推移
注：（p）は自由放任経路を示す。以下同じ。
図 4─4　自由放任経路での c＝383,000 における非自動運転車の普及推移
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図 4─5　自由放任経路での c＝320000 における非自動運転車の普及推移
図 4─6　自由放任経路での c＝330000 における非自動運転車の普及推移
図 4─7　自由放任経路での c＝340000 における非自動運転車の普及推移
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図 4─8　自由放任経路での c＝350000 における非自動運転車の普及推移
図 4─9　自由放任経路での c＝360000 における非自動運転車の普及推移
図 4─10　自由放任経路での c＝320000 における非自動運転車の普及推移
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一方、自由放任経路で、c＝383000 とした時の s tは図 4 ─ 3、4 ─ 4 のような結果になっ
た。
図 4 ─ 3 では 500 年間近く自動運転車は普及しないことが示されている。図 4 ─ 4 は目盛
を変えて推移を示したものである。これより、自動運転車は全く普及しないわけではない
が、極めてわずかしか普及しないことがわかる。
以上のように、社会最適経路においては c＝383000 の時 s  *10＝0 となったが、自由放任経
路においては、この価格ではほとんど普及しないことが分かる。そこで、自由放任経路に
おいて 10 年以内に自動運転車のシェアを 100％までに普及させる（st＝0）ための c を求





デルなので、今回明らかとなった c＝383000 という価格は 10 年以内に自動運転車のシェ
アを 100％にする際の自動運転装置の最高価格であると考えられる。
自由放任経路においてさらに c の値を c＝320000 から 360000 まで変化させたのが以下
のグラフである。





例えば図 4 ─ 10 では t＝1～9 までは自動運転車はほとんど普及していない。しかし t＝9
























  1） 人と道路と自動車の間で情報の受発信を行い、道路交通が抱える事故や渋滞、環境対策など、様々
な課題を解決するためのシステム。
  2） 以下の国内外の状況は『国内外における最近の自動運転の実現に向けた取組概要』を参考にした。
  3） NEXCO 西日本による。
  4） 分類、解説及び数値は NEXCO 西日本による。
  5） ここでのモデルは random utility model と呼ばれるものの一種である。同モデルについては、たと
えば依田（2007，第 4 章）を参照。
  6） 国土交通省「公共事業評価の費用便益分析 に関する技術指針」
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